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委員等旅費

単位当たり
コスト

算出根拠 単位 24年度 25年度 26年度 27年度見込

執行額／重点化対象施策数

単位当たり
コスト 千円 23.8 31.3 14.4 24

計算式
　経費/
回数

3.1百万円/132件 4.2百万円/133件 2.7百万円/190件 4.5百万/187件

定
量
的
な
成
果
目
標
の
設
定
が
困
難
な
場
合

平成２７年度行政事業レビューシート 内閣府

執行額

6 5 5 4 0

4 3

執行率（％） 50% 80% 60%

科学技術イノベーション総
合戦略に基づく対象施策に
対して予算を重点化するこ
とによって、同総合戦略に
定める効果を確実に上げる
こと。

平成１８年度
事業終了

（予定）年度 終了予定なし

1 1 1

1.1

庁費

活動実績

活動指標

関係府省の各年度の概算要求に当たって、科学技術関係予算の
重点化対象施策の特定を行うものであり、その対象施策数は年
度ごとに異なること、及び対象施策数や各省調整数を増減させる
ことそのものが目標では無く、各年度の予算の重複排除や方向

性の調整等により、各府省の予算の質を相対的に向上させること
が目標であるため、一定の数値により成果目標を示すことはでき

ない。

翌年度へ繰越し -

計

費　目

5

科学技術・イノベーション主要政策・施策

実績 件

- -

計 4.5 0

平
成
2
7
・
2
8
年
度
予

算
内
訳

（
単
位
：
百
万

円

）

27年度当初予算 28年度要求 主な増減理由

関係府省の概算要求に当たり、科学技術関係予算にお
ける適切な資源配分の重点化対象施策特定を行うた
め、各省の施策のヒヤリング等を行うことが主な活動で
ある。
上述のとおり定量的な目標を設定することは困難である
が、重点化対象施策の予算措置率（政府予算額/概算
要求額）が、政府全体施策における予算措置率に比べ
て高い状況にあるか否かをヒヤリングの効果としての予
算重点化達成度を示すものと考え、重点化対象施策の
予算措置率－政府全体施策の予算措置率を評価指標
とする。

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

諸謝金 2.6

▲ 13 ▲ 16 ▲ 11

- - - -

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

科学技術基本法（平７法１３０）、
内閣府設置法（平１１法８９）第２６条

関係する計画、
通知等

第４期科学技術基本計画（平成２３年８月１９日閣議決定）
日本再興戦略（平成２５年６月１４日閣議決定）
科学技術に関する予算等の資源配分の方針（平成２６年７
月１７日総合科学技術・イノベーション会議決定）
科学技術イノベーション総合戦略２０１４（平成２６年６月２４
日閣議決定）

実施方法

-

予算額・
執行額

（単位:百万円）

24年度 25年度 26年度

-

-

3

予備費等

28年度要求

予算
の状
況

当初予算 5

その他の事項経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

科学技術・イノベーション政策を通じた政策課題の解決を図るため、科学技術イノベーション総合戦略に基づき、限られた資源を必要な分野・施策に重点的
に配分し、有効に活用する。

前年度から繰越し - -

事業番号

科学技術関係予算の改革 担当部局庁
政策統括官
（科学技術・イノベーション担当）

作成責任者

事業開始年度

直接実施

担当課室

参事官（資源配分担当）
参事官（イノベーション戦略推進担
当）
参事官（基本政策担当）

中津　健之
田中　宏
田中　耕太郎、林　孝浩

事業名

会計区分 一般会計 政策・施策名 ―

主要経費

27年度

-

-

-

-1

27年度活動見込

科学技術イノベーション総合戦略に基づく対象施策に対して予算を重点化
することによって、同総合戦略に定める効果を確実に上げることを定性的
な成果目標とする。科学技術基本計画に基づく施策進捗の全体俯瞰とと
もに、同総合戦略のフォローアップを行うことにより、両者を連動させ、政

策の中長期的な継続性を確保しつつ、より効果的・効率的に科学技術イノ
ベーション政策の推進を図るものとする。平成24年度から平成26年度にお

いてフォローアップ実施済み。

定性的な成果目標と24～26年度の達成状況・実績

1 1

- 年度

-

代替目標 代替指標 単位 24年度 25年度 26年度

対象施策に係るフォロー
アップを行った際、予算の
重点化によって、施策の効
果が確実に上がる見込み
があるとの結果が得られる
こと。

件

-

目標値

単位 24年度 25年度 26年度

目標最終年度

-

補正予算

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

重点化対象施策特定の検討過程において、科学技術の専門的知見を活用するため、総合科学技術・イノベーション会議の有識者議員に加え外部の専門家
を招聘し、関係府省の概算要求の内容についてヒヤリングを行う。この際、関係府省の連携の促進や施策の重複排除を促すなど予算の質の相対的な向上
に取り組む。また、第5期基本計画期間における資源配分のあり方についても検討を進める。

- -

4

-

100％

成果目標及び成果実績（アウトカム）欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙１】に記載

定量的な目標
が設定できな
い理由及び定
性的な成果目

標

事業の妥当性
を検証するた
めの代替的な
達成目標及び

実績

当初見込み

％

達成度 ％ 100％ 100％

定量的な目標が設定できない理由

チェック



事業所管部局による点検・改善

複数の業者から見積書を徴取した上で選定するなどし、
競争性を確保している。

国
費
投
入
の
必
要
性

外部有識者の所見

改善の
方向性

・引き続き必要に応じ事業見直しを図るとともに、会議やヒアリング日程の集約等による謝金や旅費の節減など、経費の効率的な執行を行
う。

ヒヤリング日程の集約による謝金・旅費の節減、経費節減
等。ただし、外部要因（他会議の開催等）に左右されるた
め、常に節減可能とは限らない。

００５６平成22年度

平成25年度

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

００５２

０１３３

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

平成23年度 ００４８

受益者との負担関係は妥当であるか。

-

‐
関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

○

‐資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

本事業は、各府省の科学技術関係予算に関し、上記有識
者によるヒアリングにより重点化対象等を特定するもので
あり、メリハリのある資源配分を行う上で非常に重要であ
る。

会議やヒアリングの日程を可能な限り集約することで必要
な旅費・謝金の節減に努める等、費用の節減に努めてい
る。

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

関連する過去のレビューシートの事業番号

・科学技術イノベーション総合戦略の推進等に必要な事業見直しを行うとともに、会議ヒアリング日程の集約等による謝金や旅費の節減な
ど、経費の効率的な執行に努めている。

点
検
・
改
善
結

果

備考

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

行政事業レビュー推進チームの所見

平成26年度

点検結果

０１３０

平成24年度

-

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

○

○

‐

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか ○

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

評　価項　　目

重点化対象施策が政府の予算に実効的に反映されるよ
う、財政当局との連携を図る。

ヒアリング等の成果は毎年度の概算要求に十分反映され
ている。

検討会等開催の際には、有識者議員と事前に個別意見
交換を行う等、効率的な議論進行による時間・回数の縮
減に努めている。

○

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

科学技術は我が国の豊かさや人々の安全な暮らしの実現
に不可欠であり、本事業は、科学技術イノベーション環境
創出等にも資すること等を目的としており、国民や社会の
ニーズを的確に反映している。

内閣府は、内閣府設置法において科学技術関係予算資
源の配分方針に関する企画・立案・総合調整事務を行うこ
とになっており、国が実施すべき事業である。なお、アク
ションプラン対象施策特定に当たっては、CSTI有識者議
員、SIPﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑﾃﾞｨﾚｸﾀｰ、複数の専門分野の外部有識者
等が一堂に会してヒアリングを行っている。

○

○

‐

‐

関
連
事
業

評価に関する説明

-

○

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか ○
対象施策に係るフォローアップを行っており、効果的・効率
的に科学技術イノベーション政策の推進を図ることにつな
げている。

科学技術イノベーション予算戦略会議及びアクションプラ
ン対象施策検討会開催等に必要な謝金、委員等旅費、庁
費であり、真に必要なものに限定されている。

-

-

事業名

-

-

所管府省・部局名 事業番号

○



※平成26年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万

円）

政策統括官（科学技術・ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ担当）
２．７２百万円

Ｂ．サントリービバレッ
ジサービス（株）

０．０２百万

会議等における飲料水

【一般競争入札】

Ａ．（株）会議録研究
所

０．１百万円

会議等における飲料水

【一般競争入札】

C．その他
２．６百万円

会議出席者の謝金、旅費
等

各府省の概算要求施策のヒアリングを実施するとともに、資源

配分の重点化対策等、その結果を公表



計 0 計 0

費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙２】に記載

D. H.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 0 計 0

C. G. 

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 0 計 0

計 0 計 0

B. F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

金　額
(百万円）

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

A. E.
金　額

(百万円）
費　目 使　途費　目 使　途

チェック



支出先上位１０者リスト
A.

B

C

9 個人Ｉ 有識者会合出席謝金・旅費 0.1 - -

10 個人Ｊ 有識者会合出席謝金・旅費 0.1 - -

7 個人Ｇ 有識者会合出席謝金・旅費 0.1 - -

8 個人Ｈ 有識者会合出席謝金・旅費 0.1 - -

5 個人Ｅ 有識者会合出席謝金・旅費 0.1 - -

6 個人Ｆ 有識者会合出席謝金・旅費 0.1 - -

3 個人Ｃ 有識者会合出席謝金・旅費 0.1 - -

4 個人Ｄ 有識者会合出席謝金・旅費 0.1 - -

1 個人Ａ 有識者会合出席謝金・旅費 0.1 - -

2 個人Ｂ 有識者会合出席謝金・旅費 0.1 - -

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1
サントリービバレッジサービス
(株)

会議費 0 4 -

1 (株)会議録研究所 ヒアリング時における速記 0.1 3 90％

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

支出先上位10社リスト欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙３】に記載 チェック


